
京 都 大 学 降 任 等 審 査 委 員 会 要 項 等 新 旧 対 照 表 

改    正    前 改    正    後 

京都大学降任等審査委員会要項 

（平成２４年３月２８日総長裁定） 

 

（前 略） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員で組織

する。 

(1) 人事制度検討会の委員 ３名 

(2) 総務部法務室専門業務職員（法務・コンプ

ライアンス担当） １名 

(3) その他審議事案ごとに委員長が必要と認

める者 若干名 

（後 略） 

 

 

 

 

 

京都大学臨床研究審査委員会規程 

（平成３０年３月６日総長裁定） 

 

（前 略） 

（事務） 

第１９条 委員会に関する事務は、医学部附属病

院倫理支援部及び研究推進部において処理す

る。 

２ （略） 

（後 略） 

 

 

 

 

 

京都大学特定認定再生医療等委員会規程 

（平成３１年３月２９日総長裁定） 

 

（前 略） 

（事務） 

第２０条 委員会に関する事務は、医学部附属病

院倫理支援部及び研究推進部において処理す

 

 

 

 

第３条 

 

(1)    

(2) コンプライアンス部法務室専門業務職員

（法務・コンプライアンス担当） １名 

(3)   （同 左） 

 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（事務） 

第１９条 委員会に関する事務は、医学部附属病

院倫理支援部及び研究推進部研究規範マネジ

メント室において処理する。 

２    （同 左） 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（事務） 

第２０条 委員会に関する事務は、医学部附属病

院倫理支援部及び研究推進部研究規範マネジ

（同 左） 



 
 

改    正    前 改    正    後 

る。 

２ （略） 

（後 略） 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学特定臨床研究監査

委員会規程 

（平成２７年５月１２日総長裁定） 

 

（前 略） 

（事務） 

第５条 委員会に関する事務は、関連部局の協力

を得て、研究推進部において処理する。 

 

（後 略） 

 

 

 

 

 

京都大学東京オフィス事務室要項 

（平成２１年１２月１６日総長裁定） 

 

（前 略） 

第２ 事務室に室長を置き、必要に応じて副室長

又は室員を置くことができる。 

２～４ （略） 

５ 室員は、研究推進部産官学連携課の職員のう

ちから総長が任免する。 

６   （略） 

（後 略） 

 

 

 

 

メント室において処理する。 

２   （同 左） 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務） 

第５条 委員会に関する事務は、関連部局の協

力を得て、研究推進部研究規範マネジメント

室において処理する。 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 

  

２～４  

５ 室員は、成長戦略本部の職員のうちから総長

が任免する。 

６    （同 左） 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

（同 左） 



 
 

改    正    前 改    正    後 

 

国立大学法人京都大学内部監査規程 

（平成１７年６月１４日総長裁定） 

 

（前 略） 

（監査の実施） 

第３条 監査は、公正調査監査室が実施する。 

２   （略） 

（中 略） 

（監査の統括及び監査員） 

第８条 監査は、総長の命により、担当理事等が

統括し、公正調査監査室の職員及び担当理事等

が委嘱する公正調査監査室の職員以外の本学

職員（以下「監査員」という。）が実施する。 

（中 略） 

（他の監査機能との関係） 

第１２条 公正調査監査室は、監事及び会計監査

人と連携又は調整し、監査効率の向上を図るよ

う努めなければならない。 

（中 略） 

（監査結果に基づく意見交換） 

第１４条 担当理事等又は公正調査監査室の職

員は、監査結果の説明及び問題点等の確認のた

め、監査の対象部局等との意見交換を行う。 

 

（後 略） 

 

 

 

 

 

京都大学東京オフィス規程 

（平成２１年７月１４日総長裁定） 

 

（前 略） 

（事務） 

第２１条 東京オフィスの管理運営に関する事

務は、研究推進部産官学連携課の協力を得て、

 

 

 

 

 

（監査の実施） 

第３条 監査は、コンプライアンス部が実施する。 

２     （同 左） 

 

（監査の統括及び監査員） 

第８条 監査は、総長の命により、担当理事等が統

括し、コンプライアンス部の職員及び担当理事等

が委嘱するコンプライアンス部の職員以外の本

学職員（以下「監査員」という。）が実施する。 

 

（他の監査機能との関係） 

第１２条 コンプライアンス部は、監事及び会計

監査人と連携又は調整し、監査効率の向上を図

るよう努めなければならない。 

 

（監査結果に基づく意見交換） 

第１４条 担当理事等又はコンプライアンス部

の職員は、監査結果の説明及び問題点等の確認

のため、監査の対象部局等との意見交換を行

う。 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（事務） 

第２１条 東京オフィスの管理運営に関する事

務は、成長戦略本部の協力を得て、東京オフィ



 
 

改    正    前 改    正    後 

東京オフィス事務室において処理する。 

（後 略） 

 

 

 

 

 

京都大学公印規程 

（平成１７年６月９日総長裁定） 

 

（前 略） 

（公印の作成等） 

第３条 公印の作成、改刻又は廃止は、次条から

第６条までの規定により、次に掲げる公印の区

分に応じ、当該各号に掲げる者（以下「公印制

定者」という。）が行うものとする。 

(1) 国立大学法人京都大学及び京都大学の印、

総長、学長、理事及び監事の印 総務部総務

課長 

(2) 副学長の印 教育推進・学生支援部学生課長 

(3) 事務本部の所掌に係る公印 当該部長が

指定する課長、プロボストオフィス室長、公

正調査監査室長、監事支援室長又は不正防止

実施本部事務室長 

(4) 別表の種類欄に掲げる公印のうち前３号

に掲げる公印以外の公印 当該公印を作成、

改刻又は廃止する共通事務部の事務部長又

は部局の事務部長若しくは事務長 

２   （略） 

（後 略） 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学におけるネーミン

グライツ事業に関する規程 

（令和６年３月１２日総長裁定） 

 

ス事務室において処理する 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（公印の作成等） 

第３条  

 

 

 

(1)  

 

 

(2)   （同 左） 

(3) 事務本部の所掌に係る公印 当該部長が指

定する課長若しくは室長、総長オフィス長、プ

ロボストオフィス長、ＣＦＯオフィス長、監事

支援室長又は不正防止実施本部事務室長 

(4)  

 

 

 

２ 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（同 左） 

（同 左） 



 
 

改    正    前 改    正    後 

（前 略） 

第７条 選定委員会は、次に掲げる委員で組織す

る。 

(1) 施設担当の理事（以下「担当理事」という。） 

(2) 渉外担当の理事 

(3) 財務担当の理事 

(4) 広報担当の理事 

(5) 渉外部長  

(6) 財務部長 

(7) 施設部長 

(8) その他総長が必要と認める者 若干名 

２～５ （略） 

（後 略） 

 

 

 

 

 

京都大学危機管理規程施行細則 

（平成２３年１１月２２日総長裁定） 

 

（前 略） 

（危機レベルの決定手順等） 

第４条 部局で発生した危機に係る規程第８条

第１項に規定する危機レベルの決定は、以下

の手順による。 

(1) 部局の長は、危機が発生したときは、直

ちに総務部長（火災及び放射線施設等での

事故等（以下「火災等」という。）の場合

は、施設部長）を通じて、当該危機の内容

を担当理事等及び当該危機に関連する業務

を掌理する理事又は副学長（以下「関係理

事等」という。）に報告する。この場合にお

いて、総務部長（火災等の場合は、施設部

長）は、速やかに情報を収集する体制を立

ち上げなければならない。 

 

(2) 総務部長（火災等の場合は、施設部長）

は、危機レベルの進言に必要な情報を担当

 

第７条  

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5) 渉外・産官学連携部長  

(6)  

(7)  

(8)  

２～５ 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（危機レベルの決定手順等） 

第４条 部局で発生した危機に係る規程第８条

第１項に規定する危機レベルの決定は、以下

の手順による。 

(1) 部局の長は、危機が発生したときは、直

ちにコンプライアンス部長（火災及び放射

線施設等での事故等（以下「火災等」とい

う。）の場合は、施設部長）を通じて、当該

危機の内容を担当理事等及び当該危機に関

連する業務を掌理する理事又は副学長（以

下「関係理事等」という。）に報告する。こ

の場合において、コンプライアンス部長

（火災等の場合は、施設部長）は、速やか

に情報を収集する体制を立ち上げなければ

ならない。 

(2) コンプライアンス部長（火災等の場合

は、施設部長）は、危機レベルの進言に必

（同 左） 

（同 左） 



 
 

改    正    前 改    正    後 

理事等及び関係理事等に報告しなければな

らない。 

(3) 部局の長から第１号の報告を受けた担当理

事等は、前号の危機レベルの進言に必要な情

報を元に、原則として関係理事等と危機の現

況、対応の態勢、予測される状況等について

協議のうえ、総長に危機レベルについて進言

し、危機レベルの決定を受ける。 

(4) 前号により決定した危機レベルは、担当

理事等から総務部長を通じて危機が発生し

た部局の長及び関係理事等へ通知するとと

もに、理事等及び部局の長に連絡しなけれ

ばならない。 

２ （略） 

（後 略） 

 

要な情報を担当理事等及び関係理事等に報

告しなければならない。 

(3)  （同 左） 

 

 

 

 

 

(4) 前号により決定した危機レベルは、担当

理事等からコンプライアンス部長を通じて

危機が発生した部局の長及び関係理事等へ

通知するとともに、理事等及び部局の長に

連絡しなければならない。 

２  （同 左） 

 

附 則（令和６年３月総長裁定） 

この要項は、令和６年４月１日から実施する。 

 

 


